
3,263 4,184 3,871

人件費（理論値）②　（千円） 5,444 5,479 5,616

トータルコスト①＋②　（千円） 8,707 9,663 9,487

単位当たりコスト　（円） 3,002 3,038 2,574

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　母子保健法に定められており、改善の余地はない。 　家庭環境の問題や育児不安、育児困難を抱えている家
全ての相談を常勤・嘱託職員で対応している。複雑・困難な相談が多く、職員の対 族が増加しており、ＤＶや乳幼児虐待など、緊急対応が
応が適しているため、業務フロー改善の余地はない。 必要な相談や訪問が増えている。相談者に合わせた個別

対応を図ることで、問題解決や重度化予防につながって
いる。また、核家族化の影響からか軽微な電話相談が増
加している。
　方向性としては、継続実施。関係機関等と更なる連携
を図り、相談事業の充実を図る。
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(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110201 母子保健事業に係る家庭訪問・面接・電話相談事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法、東久留米市母子保健計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (全国 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成28年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

家庭訪問､面接、電話相談を希望した妊産婦及び乳幼児の保護者（保健師地区活動でフォローが必要とされた者
対象

も含む）

事業内容 常勤保健師・嘱託保健師等による家庭訪問、面接、電話相談

・

活動手段

目的 個別に相談を受けることにより、課題解決、不安や心配の軽減を図り、必要に応じて適切な相談機関等につなが

・ る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 家庭訪問、面接、電話相談の実施数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2,900 3,181 3,686

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談を希望した者が相談を受けられた割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,263 4,184 3,871

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源



源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 352 356 366

人件費（理論値）②　（千円） 148 154 208

トータルコスト①＋②　（千円） 500 510 574

単位当たりコスト　（円） 558 599 742

目標達成率　（％） － 78 93

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　母子保健法で定められているので、制度改正の余地はない。 　母子健康手帳発行は、母子の健康管理のスタートであ
市民課、各連絡所、わくわく健康プラザで母子健康手帳を交付しており、市民の利 り、母子保健及び子育ての情報発信として重要である。
便性は高い。しかし、保健師は健康課にしかいないため、手帳交付時の面接が全員 　9割以上の方が11週未満に妊娠届を出しており、早期
にできていない。ハイリスク妊婦に早期に支援ができるよう、すべての妊婦に面接 から医療機関でのフォローを受けている。
を実施する体制づくりが必要である。 　また、市内の全ての母子が公平に子育てに関する情報
平成30年度より、妊娠期の全数面接を
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29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110202 母子健康手帳交付事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第15条・第16条、東久留米市母子保健計画

東久留米市妊娠の届出に関する事務実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内在住の全ての妊婦
対象

事業内容 妊娠届出者に母子健康手帳を交付（健康課、市民課、各連絡所）。健康課での交付時には保健師による面接を行

・ っている。支援の必要な妊婦には必要な情報の提供を行い、継続してフォローする。

活動手段

目的 妊婦及び乳幼児の健康の保持増進を図るため、妊娠中及び出産後の子育て中に必要な情報を提供し、悩みが相談

・ できる場所があることを知ってもらう。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 母子健康手帳交付数（新規） 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

896 852 774

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 必要な人が気軽に相談することができる 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 75

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 75 80

実績値 71 59 74

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 352 356 366

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財



27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,156 1,166 1,154

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 18 26 20

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,138 1,140 1,134

人件費（理論値）②　（千円） 395 410 416

トータルコスト①＋②　（千円） 1,551 1,576 1,570

単位当たりコスト　（円） 258,500 262,667 261,667

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　母子保健法で定められた事業であるため、制度改正の余地はない。 　今後の課題は、全体の参加実人数は昨年より増加した
予約制、最小の人数で実施しているため、業務フロー改善の余地はない。 が、定員には達しないため当事業のPRを検討する必要が

ある。
　方向性としては、継続実施。働く妊婦、夫が参加しや
すいように3回目のクラスは土曜開催を継続。最新の育
児情報等の提供、友達ができる
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年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110203 両親学級・妊婦歯科健診事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第9条・第10条、東久留米市母子保健計画

東久留米市プレ・パパママクラス実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (多摩地区他市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

妊娠16週以降の妊婦及びその夫
対象

事業内容 月4回で１コースを年6回実施（3回目は土曜開催）。1～3回目は医師、助産師、保健師、栄養士による講話、ク

・ ッキング・沐浴・ﾘﾗｸｾﾞｰｼｮﾝ・妊婦擬似体験等の実習。4回目は歯科健診やﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞ、口腔衛生や虫歯予防などの

活動手段 情報提供をする。

目的 妊婦が必要な情報を得て、安心して出産・育児ができ、夫も役割を認識し育児に参加できる。妊婦と家族の食生

・ 活を見直し、より健康的な生活を送れるようにする。妊婦の口腔内状況を把握し、家族も含め歯科保健意識の向

意図 上を図る。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 教室実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

6 6 6

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 出産・子育ての情報が得られたと思う妊婦の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成



） 329 376 381

トータルコスト①＋②　（千円） 655 700 703

単位当たりコスト　（円） 65,500 63,636 63,909

目標達成率　（％） － 98 99

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　育児不安解消のために必要な事業。母子保健法に定められており、改善の余地は 　個々のケースに応じた相談指導を行うことにより、育
ない。予約制で専門職による個別相談を実施しており、効率的、利用者の満足度も 児不安の軽減や育児への自信を得ることにつながってい
高いため、業務フローの改善の余地はない。 る。

　毎回ほぼ定員枠の申し込みがあることから、参加者の
ニーズが高い。また、リピート率も高く継続相談ができ
ている。
　市民の利便性を図るため、中央児童館での開催を継続
したことにより、参加者も増加している。

効率性 ３ 達成度 ３ 　方向性としては、継続実施。									
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新規/継続

事務事業名 110204 育児相談事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第10条、東久留米市母子保健計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (多摩地区他市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成28年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

育児不安等があり、相談を希望する乳幼児の保護者
対象

事業内容 わくわく健康プラザ又は中央児童館等で予約制にて相談を実施。

・ 内容：身体計測、個別相談（保育・栄養・母乳・歯科）

活動手段

目的 育児の悩みや不安を気軽に相談できる。

・ 乳幼児の成長、発達上の問題点等の早期発見ができ、より専門的な事業へ結びつけることができる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 育児相談実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

10 11 11

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 子育ての不安が軽減・解消できたと思う親の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 99 100

実績値 98 97 99

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 326 324 322

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 162 161

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 162 161
一般財源

一般財源 326 0 0

人件費（理論値）②　（千円



0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,406 3,410 3,764

人件費（理論値）②　（千円） 346 359 200

トータルコスト①＋②　（千円） 3,752 3,769 3,964

単位当たりコスト　（円） 220,706 209,389 247,750

目標達成率　（％） － 99 98

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
母子保健法で定められている事業であるため制度改正の余地はない。 　課題としては、より多くの方に参加してもらい、離乳
予約制、最小のスタッフで実施しており、効率的であり業務フロー改善の余地はな 食・幼児食の大切さがわかる親が増えるようにする。参
い。 加者同士の仲間づくりのきっかけになるよう教室運営を

検討する。
　方向性は、継続実施。健診集団講話、個別相談などで
教室PRをし参加を促す。離乳食・幼児食の大切さがわか
る親の割合を増やしていく。参加者同士の仲間づくりが
できるように支

　

援していく。

効率性 ２

平

達成度 ３ 						

成

			
							

3

		
説明

						

0

			
直営で最少のス

年

タッフで実施している

度

。 									

(

事業費の上昇は、主に

事

嘱託栄養士、臨時事務

務

・保育士等人件費の上

事

昇によるもの。 			

業

						
				

評

					
					

価

				
						

表

			

(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110205 離乳食･幼児食教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第14条、東久留米市母子保健計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (多摩地区他市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

①離乳食教室:6～12か月児の育児者　　②1歳児幼児食:幼児と育児者　　③2～3歳児幼児食：幼児と育児者　
対象

事業内容 ①講話、デモ、調理実習、試食（年間９回）　②講話、デモ、親子で試食（年間２クールを２回）

・ ③講話、デモ、親子で試食、野菜に触れる（年間２回）　④講話、デモ、親子で調理実習、試食（年間３回）

活動手段

目的 離乳食・幼児食に関する正しい知識を得る。

・ 親子で調理する楽しさを知り、食に興味を持つ子が増える。

意図 母親同士の交流、情報交換の機会となる。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 離乳食・幼児食教室の開催回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

17 18 16

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 乳幼児期の食事の大切さが分かった親の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 99 99 98

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,406 3,410 3,764

国



0 0

人件費（理論値）②　（千円） 450 684 728

トータルコスト①＋②　（千円） 1,404 1,628 1,738

単位当たりコスト　（円） 70,200 81,400 86,900

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　母子保健法で定められ健診・相談事業のため制度改正の余地はない。 　利用者のニーズが高く、事業を利用することで保護者
学期制で運営しており、事業参加が必要な母子に対し、タイムリーに利用してもら の不安軽減が図られている。
える。スタッフも最小人数で実施しており、業務フローに改善の余地はない。 　方向性としては、継続実施。				

									
									
									
									
									

効率性 ３ 達成度 ３ 									

説明
 「相談を利用して良かったと思う親の割合」が１００％と成果は達成された。
事業費の上昇は、主に臨時事務・保育士の賃金の上昇による。

　平成30年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110206 子どもグループ事業（心理経過観察・集団）
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第13条、東久留米市母子保健計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (多摩地区他市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

乳幼児健康診査等において、心理面での経過観察（集団指導）が必要とされた概ね2～3歳児とその保護者
対象

事業内容 親子での遊びをとおした集団指導

・ 3学期制、年20回

活動手段

目的 乳幼児健診や個別相談で発達・心理面で経過観察が必要とされた児へグループ指導を通して児の発達を促し、保

・ 護者の気づきの促し及び育児支援を行う。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 心理集団指導の実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

20 20 20

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談を利用して良かったと思う親の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 97 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 954 944 1,010

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 477 472 505

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 477 472 505
一般財源

一般財源 0



6 99

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,041 973 973

国 1,041 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 486 486

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 487 487
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 264 205 104

トータルコスト①＋②　（千円） 1,305 1,178 1,077

単位当たりコスト　（円） 2,819 1,636 1,393

目標達成率　（％） － 100 103

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　育児不安の軽減や孤立化防止を目的とした事業であるが、自主的な事業である。 　妊娠届出時、新生児訪問時、乳幼児健診等母子保健事
　原稿作成、市民への周知は市が行っているが、日々の配信管理等については委託 業実施時、市内医療機関、広報・ホームページ等で広く
のため、効率的な業務ができている。 事業周知を行った。利用者の満足度調査では、99%の方
										 が「利用し

　

て良かった」と回答し

平

ており好評であった。

成

										

3

　利用者は徐々に増え

0

てきているが、対象者

年

全体でみる
					

度

					 と約2割程

(

度とまだ少ない状況。

事

　方向性としては、継

務

続実施。配信内容の充

事

実を図る。
					

業
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新規/継続

事務事業名 110207 子育て応援メール配信事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市子育て応援メール配信事業実施要綱

東久留米市母子保健計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (八王子市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

妊婦及び３歳未満の子どもをもつ保護者（利用登録をした方）
対象

事業内容 お母さんの体、お腹の赤ちゃんの様子や産後のお子さんの成長、子育てアドバイス、市の子育てサービス等の情

・ 報を、妊婦さんや乳幼児の保護者の方に、定期的にメールで配信する。配信回数は、妊娠期と生後０～１００日

活動手段 は毎日、101日～1歳の誕生日までは3日に1回、1歳児は7日に1回、2歳児は14日に１回

目的 携帯電話のメールを活用し、タイムリーに医療情報や保健情報、育児のアドバイス、妊娠中・産後のメンタルヘ

・ ルス、母親・父親への応援メッセージなどを配信し、安心して妊娠・出産・育児ができるようにする

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 子育て応援メール配信登録者数 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

463 720 773

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用して良かった思う者の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 98

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 96 96

実績値 92 9



・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 28,668 25,418 23,010

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 3,964 3,967 3,764

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 3,964 3,967 3,764
一般財源

一般財源 20,740 17,484 15,482

人件費（理論値）②　（千円） 7,521 7,700 6,379

トータルコスト①＋②　（千円） 36,189 33,118 29,389

単位当たりコスト　（円） 753,938 735,956 638,891

目標達成率　（％） － 99 97

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　乳幼児健診は母子保健法で定められた義務のため制度改正の余地はない。 　受診率は、年々増加し、高い水準を保持している。健
スタッフも最小人数で効率的に実施しており、業務フローの改善の余地はない。 康診査は、市内のすべての産婦及び乳幼児を対象として

行なうことにより、疾病の早期発見・予防がで

　

きる。ま
た、健康診査

平

中に得た情報を元に、

成

個別相談や地区担当
保

3

健師につなげ、育児不

0

安や精神的負担の軽減

年

に結びつ
けることがで

度

きた。
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事

く、受診勧奨や把
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務
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事
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携が必

効率性 ４ 達成度

評

３ 要である。
　			

価

	
説明

							

表

		
事業費の減少は、

(

非常勤医師の急な長期

平

療養による欠員が生じ

成

たが、代替医師を十 	

2

								
分に

9

確保することができな

年

かったことが主な理由

度

。 									

振

集団健診で実施してい

り

るため、コストは抑え

返

られている。 				

り

					
					

)

				
						

)

			
							

新

		

規/継続
事務事業名 110208 産婦・乳幼児健康診査事業

継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第12条、13条、東久留米市母子保健計画

乳幼児健康診査実施要綱、三歳児健康診査実施要綱、三歳児歯科健康診査実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (全国 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

乳幼児健診：3～4か月児、1歳6か月児、3歳児
対象

事業内容 各健診、年15～16回実施。内科、歯科診察（1歳6か月、3歳児）、視力検査（3歳児健診）、集団指導、問診、身

・ 体計測、個別相談（保健・栄養・心理・母乳）、必要に応じて専門医療機関への紹介。経過観察健診を乳幼児健

活動手段 康診査と併せて実施。

目的 身体的、精神的発達状況の把握と病気の早期発見、適正な相談を行なうことにより乳幼児の健全な育成、子育て

・ 不安の解消を図る。産婦の妊娠・出産に関連した疾病の早期発見・治療に繋げる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 乳幼児健診実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

48 45 46

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 必要な健診を受けることができた乳幼児の割合（乳幼児健診受診率） 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 98

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 98 98

実績値 96 97 95

事業費



06 188

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 178 206 188
一般財源

一般財源 310 209 259

人件費（理論値）②　（千円） 989 998 1,040

トータルコスト①＋②　（千円） 1,655 1,619 1,675

単位当たりコスト　（円） 103,438 107,933 104,688

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　母子保健法で定められている健診であり、制度改正の余地はない。 　受診者の中で運動及び精神発達の遅れなどの疑いがあ
職員は最小人数で実施しており、業務フローに改善の余地はない。 る児の場合、保護者の気持ちを受け止めながら健診にあ

たる必要があるが、保護者の受け止め状況に合わせて、
今後の育児や医療機関受診について相談を行った。
　課題は、予約者が多いため、健診を希望されてもすぐ
に予約が入れられず、タイムリーな受診が困難な場合が
ある。
　方向性としては、継続実施。
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(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110209 乳幼児発達健康診査事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第13条、東久留米市母子保健計画

乳幼児発達健康診査実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (全国 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

乳幼児健診、相談等により運動及び精神発達の遅れなどの心配がある乳幼児とその保護者
対象

事業内容 各健診の結果、児童精神科的領域及び運動・精神発達面の疾患が疑われる乳幼児に対して、児童精神、小児神経

・ 学的立場に重点を置いた健診を行う。

活動手段

目的 保護者の気持ちを受けとめながら、乳幼児の障害・疾病が早期に発見され、必要時適切な専門医療機関・療育機

・ 関につながる。親の育児不安・負担感の軽減につながる。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 発達健康診査の実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

16 15 16

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 子どものことで気になっている事を相談できたと思う親の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 666 621 635

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 178 2



件費（理論値）②　（千円） 870 1,026 936

トータルコスト①＋②　（千円） 1,532 1,681 1,644

単位当たりコスト　（円） 63,833 70,042 68,500

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　母子保健法で定められ健診・相談事業のため制度改正の余地はない。 　課題としては常に予約が埋まり、急な相談予約を受け
心理相談員の個別相談を予約制で実施しており、相談者の満足度も高く業務フロー ることが困難な時期もある。また、心理士と保健師が連
の改善の余地はない。 携し、保護者に分かりやすい説明・助言が出来るように

する。
　方向性としては、継続実施。保護者、関係機関に事業
の周知を継続。心理士と保健師が保護者に関わり、相談
しやすい環境づくりに努める。関係機関との連携を継続
していく。				

効率性 ３ 達成度 ３ 									
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(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110210 子ども相談事業（心理経過観察・個別）
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第13条、東久留米市母子保健計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (多摩地区他市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成28年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

乳幼児健康診査等において、心理面での経過観察健診が必要とされた就学前の児とその保護者
対象

事業内容 心理相談（個別）を年24回実施する。

・

活動手段

目的 乳幼児健診や個別相談で発達・心理面で経過観察が必要とされた児への心理個別相談を通して児の発達を促し、

・ 保護者の気づきの促し及び育児支援を行う。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 心理相談個別の実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

24 24 24

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 相談を利用して良かったと思う親の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 97 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 662 655 708

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 262 271 272

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 262 271 272
一般財源

一般財源 138 113 164

人



度
実績値

12,267 12,957 12,173

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 必要な健診を受けることができた妊婦及び乳幼児の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 96

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 94 95

実績値 93 94 96

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 69,304 73,728 69,387

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 69,304 73,728 69,387

人件費（理論値）②　（千円） 342 355 364

トータルコスト①＋②　（千円） 69,646 74,083 69,751

単位当たりコスト　（円） 5,678 5,718 5,730

目標達成率　（％） － 100 101

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　妊婦健診、６・９か月児健診は、母子保健法で定められているため制度改正の余 　妊娠中の

　

健康管理を行うことで

平

、母体や胎児の健康確

成

地はない。上記健診は

3

東京都全体で共通ルー

0

ルのもとに実施してい

年

る。 保を図る。妊婦健

度

康受診票14回分と超

(

音波検査1回分に
全て

事

委託で実施しているた

務

め、効率的であり、業

事

務フローの改善の余地

業

はない。 加え、平成2

評

8年度より検査項目の

価

拡大（HIV検査、子

表

宮
頸がん検診1回分も

(

発行）、さらに里帰り

平

等都外医療機
関及び助

成

産所での健康診査受診

2

者に対して助成を行い

9

、
妊婦健康診査の充実

年

を図っている。
　課題

度

及び方向性は、妊婦健

振

診の重要性のPRを充

り

実する
。特に妊娠届出

返

時の面接で定期受診を

り

勧奨する。

効率性 ３ 達

)

成度 ３ 　そして妊産婦

)

・乳幼児の健康管理を

新

図る上で重要な事
業で

規

あるため、今後も継続

/

実施していく。			

継

						
説明

		

続

							
妊婦健

事

診・６～７か月・９～

務

１０か月健診件数の減

事

少により、事業費が昨

業

年より減 						

名

			
少した。　 		

1

							
			

1

						
				

0

					
					

2

				
						

1

			

1 母子委託健診保健指導票発行事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第8条の2、第13条、東久留米市妊婦健康診査実施要綱、東久留米市乳児健康診査実施要綱、東久留米

市妊産婦・乳幼児保健指導実施要綱、東久留米市里帰り等妊婦健康診査受診費助成金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (多摩地区全市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

妊婦健診、6～7か月児及び9～10か月児健診、生活保護世帯・非課税世帯に属する妊産婦・乳幼児の1か月健診
対象

事業内容 都内委託契約医療機関での妊婦健診・６～７か月児健診・９～１０か月児健診等の料金を補助する事業。

・ 都外医療機関・助産所で受けた妊婦健康診査の料金を一部補助する事業（里帰り等妊婦健康診査助成）

活動手段 生活保護・非課税世帯の産婦健診・児の1か月健診の費用を補助する事業（保健指導票発行事業）

目的 ①妊婦・乳幼児の健康診査等で病気の早期発見や早期治療、発達状況の把握を行い、健全な育成を図る。

・ ②生活保護・非課税世帯の産婦健診・児の1か月健診の費用を補助することで経済的援助を行う。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 妊婦健康診査（里帰り助成含）・6～7か月及び9～10か月児健康診査・保健指導票件数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年



一般財源 1,722 1,502 1,498
一般財源

一般財源 192 1,194 869

人件費（理論値）②　（千円） 791 980 1,040

トータルコスト①＋②　（千円） 6,149 6,680 6,403

単位当たりコスト　（円） 7,183 7,813 8,167

目標達成率　（％） － 102 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　母子保健法、児童福祉法に定められており、改善の余地はない。 　産後うつ・虐待・育児困難、家庭問題等問題が多様化
ほとんどの場合、委託助産師が訪問、困難ケースのみ常勤保健師が訪問しており、 しているケースが多く、乳児全戸訪問を行うことにより
業務フロー改善の余地はない。 、状況把握や早期からの見守り・支援につながっている

。また、「訪問を利用して良かったと思う親の割合」が
98%と、満足度は前年度に比べ微減、。
　課題は、こんにちは赤ちゃん訪問は、住基情報での直
接訪問となるため、不在のケースも一定数あり状況把握
が困難である。出生通知票の提出を促す
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29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110212 乳児全戸訪問事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第11条、第17条、児童福祉法第6条、東久留米市母子保健計画

東久留米市新生児訪問指導実施要綱、東久留米市こんにちは赤ちゃん事業実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (全国 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

新生児訪問・こんにちは赤ちゃん訪問：生後4か月未満の乳児及びその保護者
対象

事業内容 地区担当保健師、または訪問指導員（助産師）による家庭訪問

・

活動手段

目的 安心して子育てができ、児が健やかに成長できるよう支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 乳児全戸訪問実施数（新生児訪問・赤ちゃん訪問実施数） 単位 人

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

856 855 784

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 訪問を利用して良かったと思う親の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 98

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 98 98

実績値 96 100 98

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 5,358 5,700 5,363

国 1,722 1,502 1,498

上記「事業費 特定財源 都 1,722 1,502 1,498

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う



,668

上記「事業費 特定財源 都 658 780 834

（実績額）」に その他 1,004 1,438 1,374

係る財源 特定財源に伴う一般財源 660 827 834
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 74 85 86

トータルコスト①＋②　（千円） 3,712 4,690 4,796

単位当たりコスト　（円） 618,667 275,882 266,444

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　母子保健法等に定められており、改善の余地はない。 　母子保健法第６条第６項に規定する未熟児で、指定養
　業務フロー：職員が必要時対応しているため、改善の余地はない。 育医療機関において医師が入院養育が必要と認めた乳児

を対象とし、申請された乳児については、養育に必要な
給付を行った。昨年より給付件数が増加。
　極小未熟児でNICUに長期入院になる乳児が多くなって
おり、保護者の経済的負担を軽減するために重要な事業
であることから、今後も継続していくこと

　

が必要である
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(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110213 未熟児養育医療の給付事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第20条、東久留米市母子保健計画、東久留米市未熟児養育医療の給付に要する費用の徴収に関する規

則、東久留米市未熟児養育医療の給付実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 ■ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (全国 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

体重が2000ｇ以下または2000ｇ以上でも生活力が特に弱く医師が入院養育を必要と認めた乳児
対象

事業内容 指定医療機関に入院した際にかかる医療費の自己負担額の一部を公費で負担する事業。

・ （平成25年度より東京都より移譲された事務）

活動手段

目的 養育医療の給付を行い、養育者の経済的負担を軽減することにより、乳児の健全な成長発達を支援する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 養育医療申請受理件数 単位 件

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

6 17 18

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 養育医療給付決定者数／養育医療給付申請者数 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,638 4,605 4,710

国 1,316 1,560 1



88
一般財源

一般財源 1,643 1,947 1,945

人件費（理論値）②　（千円） 792 1,437 1,456

トータルコスト①＋②　（千円） 6,387 7,438 7,377

単位当たりコスト　（円） 532,250 619,833 614,750

目標達成率　（％） － 100 104

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　3歳児のう蝕有病者率が、東京都平均に比べ高い状態が続いている。 　3歳児のう蝕は減少傾向にあり、当事業の受診率の向
自主的な事業であるが、2歳児歯科健診を実施してから、3歳児のう蝕有病者率が減 上とフォローを充実させることにより、さらに今後のう
少してきており、有効な健診であると考える。 蝕予防に有効であると考えられる。健診を通し、生活習

慣の見直しや、口腔ケアの実際を知ることで、保護者の
意識向上を目指す。さらに、1歳6か月健診後の育児・発
達面のフォローも連携して実施できている。
　課題は、保護者が子どもの生活習慣の見直しができる
ように支援し、う蝕予防

　

につながるようにする
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平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110214 2歳児歯科健診事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法13条、東久留米市２歳児歯科健康診査実施要綱

東久留米市母子保健計画

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (多摩市、府中市、稲城市、町田市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

2歳～2歳5か月児
対象

事業内容 集団指導、問診、歯科健診、ブラッシング指導を実施。必要に応じて個別相談（栄養・心理・保育・歯科）を実

・ 施。

活動手段 口腔内状態によりフォロー健診（乳幼児歯科相談事業）につなげる。

目的 生活習慣やリズムを意識した生活を送れるようになる。

・ 3歳児健診時のう蝕有病者率の低下。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 2歳児歯科健診実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

12 12 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 3歳児のう蝕有病者率 単位 %

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 11

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 12 12

実績値 13 12 12

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 5,595 6,001 5,921

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,976 2,027 1,988

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,976 2,027 1,9



9年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,357 4,446 3,830

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,789 1,868 1,788

（実績額）」に その他 92 78 61

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,789 1,868 1,788
一般財源

一般財源 687 632 193

人件費（理論値）②　（千円） 297 295 299

トータルコスト①＋②　（千円） 4,654 4,741 4,129

単位当たりコスト　（円） 122,474 128,135 111,595

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　乳幼児の歯科保健指導業務は母子保健法で定められているため制度改正の余地は 　1歳6か月や2歳児歯科健診後に定期健診や予防処置を
ない。予約制で効率よく実施しており、業務フローに改善の余地はない。 行うことでむし歯予防の継続支援ができている。

　月齢に合ったアドバイスを行い、早期からむし歯予防
の意識づけができている。
　課題は、全体として受診者数は増加したが、か
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))
新規/継続

事務事業名 110215 乳幼児歯科相談事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市母子保健計画 、乳幼児歯科相談事業実施要綱

妊産婦、乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導の実施について（厚生労働省通知）

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (多摩地区21市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

①乳幼児健診後フォローが必要とされた者または希望がある者(概ね4歳まで）
対象

②7～10か月の親子、1歳～1歳4か月の親子

事業内容 ①う蝕予防を目的とした歯科定期健診・フォロー及び口腔衛生指導、フッ素塗布等

・ ②スキンシップ遊びを取り入れながら歯みがき開始の導入、指導

活動手段

目的 ①定期的なフォローの実施と指導・相談及び予防処置によりう蝕リスクの軽減を図る

・ ②早期からの歯科保健への意識付けを図る

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 歯科相談実施回数＋歯っぴ～ベイビー実施回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

38 37 37

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 子どもの口の手入れについて知識を得ることができた親の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成2



5 68 69

トータルコスト①＋②　（千円） 548 568 569

単位当たりコスト　（円） 274,000 284,000 284,500

目標達成率　（％） － 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 平成31年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
　東久留米市歯科医師会主催の補助事業（市は共催） 　幼児期の歯みがき習慣について人形劇などの媒体や歯
　市は事業の広報等での事前周知や事業当日の運営協力をしている。 磨きの個別指導体験を通して必要な知識を得たり、日常

生活の見直しの機会となっている。
　一般市民対象に講演会形式で歯科保健に関する情報提
供を行い、多くの市民の参加を得ており、好評である。
参加人数のさらなる集客が課題であり、市民によりよい
情報提供を継続して実施していきたい。
方向性としては、継続実施。

効率性 ３ 達成度 ３ 東久留米市歯科医師会の協力により、地域歯科保健のさ
らなる向上を図る。									

説明
									

　補助上限額が決まっている。 									
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0年度(事務事業評価表(平成29年度振り返り))
新規/継続

事務事業名 110216 歯科保健普及啓発事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 02 親と子の健康の確保及び増進

所管課係名 健康課　保健サービス係 所管課長名 遠藤　毅彦

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 母子保健法第9条、東久留米市母子保健計画

東久留米市歯科保健普及啓発事業助成金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

①3歳～就学前までの幼児及び保護者
対象

②一般市民

事業内容 東久留米市歯科医師会が実施する歯科・口腔衛生に関する事業の一部を助成することにより、地域歯科保健の向

・ 上を図る。歯科保健に関する普及啓発、情報提供、技術提供活動。

活動手段

目的 歯科保健に関する知識の普及により地域全体の歯科保健が向上する

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 講座開催回数 単位 回

平成27年度 平成28年度 平成29年度
実績値

2 2 2

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 普段の生活を振り返ることのできた方の割合 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標値 ― 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費（実績額）①　（千円） 483 500 500

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 483 500 500

人件費（理論値）②　（千円） 6


